
生産力向上と環境負荷低減を両立するクリーン農業推進事業実施要領 

 

                          平成 ３ 年 ８ 月２９日付け 

                          農企第１３９号農政部長通知 

                          最終改正 

                          令和 ８ 年４月１日付け 

                          食政第1573-2号農政部食の安全・みどりの農業推進監通知  

第１ 事業の目的 

   北海道農業が持続的に発展していくためには、食に対する安全・安心を求める消費者

の意識や環境保全への関心の高まりに応えるとともに、本道の恵まれた自然条件を活か

し、農業の自然循環機能を維持・増進させ、生産活動に伴う環境への負荷をできる限り

低減させるなど環境との調和に配慮しながら、より安全・安心で、良質な農産物の安定

的な生産・供給によって、消費者の信頼を高め、競争力のある産業としていくことが最

も重要となっている。 

   このため、クリーン農業の普及・啓発活動やYES!clean農産物ＰＲ活動を実施するな

ど、消費者等へ環境と調和した農業生産活動の重要性の理解を推進し、YES!clean農産

物の生産拡大と流通・消費拡大の促進を通じて、クリーン農業の普及拡大を図ることを

目的とする。 

 

第２ 事業の実施主体 

   この要領に基づく事業の種類及び実施主体は次のとおりとする。 

事業の種類 事業実施主体 

もっと広がるYES!clean農産物推進事業 北海道クリーン農業推進協議会 

 

第３ 事業の内容等 

   事業実施主体は、クリーン農業の推進を図るため、次の事項に取り組むものとする。 

  １ クリーン農業推進活動 

（１）推進協議会等の開催 

  ２ クリーン農産物の生産支援対策 

（１）YES!clean登録集団の技術向上 

（２）企業と産地の連携体制の促進 

  ３ クリーン農産物の流通・消費拡大対策 

（１）消費者向けクリーン農業出前講座及び継続的情報提供 

（２）クリーン農業による環境保全効果のＰＲ 

（３）流通企業等への産地情報の提供 

  ４ １から３までに掲げるもののほか、事業の目的を達成するため、知事が必要と認め 

   る事項 



 

第４ 事業実施計画の承認  

   事業実施主体は、別記様式１のもっと広がるYES!clean農産物推進事業実施計画書を

作成し、知事に提出しその承認を受けるものとする。 

 

第５ 助 成 

   道は、事業実施主体に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その

  交付に関しては、北海道補助金等交付規則（昭和４７年北海道規則第３４号。以下「規

  則」という。）及び北海道補助金等交付規則の運用について（昭和４７年４月１日付け

  局総第３０３号副出納長通達。以下「運用通達」という。）に定めるもののほか、この

  要領に定めるところによるものとする。 

  １ 助成の内容 

    補助対象経費及び補助率は、次のとおりとする。 

補 助 対 象 経 費 補助率 

もっと広がるYES!clean農産物推進事業に 

要する経費 
２分の１以内 

  ２ 補助金の交付申請 

  （１）補助金の交付を申請しようとする者（以下「補助事業者」という。）は、補助金

等交付申請書（共通第１号様式）に、次に掲げる関係書類を添えて提出しなければ

ならない。 

ア  補助金等交付申請額算出調書（共通第２号様式） 

イ  経費の配分調書（共通第３号様式） 

ウ  事業予算書（共通第４号様式） 

エ  資金収支計画書（共通第５号様式） 

オ  生産力向上と環境負荷低減を両立するクリーン農推進事業実施計画書（別記様

式第３） 

（２）補助金等交付申請書の提出は次により行うものとする。 

ア  提出期限 別に指示する日 

イ  提出先  北海道農政部食の安全・みどりの農業推進局食品政策課 

（３）（１）の補助金等交付申請書を提出するに当たって、補助事業者が消費税法（昭

和６３年法律第１０８号。以下「法」という。）第３０条の規定による課税仕入れ

に係る消費税額の全部又は一部を課税標準額に対する消費税額から控除される団体

に該当するときは、補助金の交付申請時に当該補助金に係る消費税等仕入控除税額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、法に規定する仕入

れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率等

を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合に

は、これを補助金の交付申請額から減額して申請しなければならない。ただし、交



付申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合につ

いては、この限りではない。 

３ 補助金の交付の決定 

（１）知事は、２の補助金等交付申請書を受理したときは、その内容を審査及び必要に

応じて調査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、「補助金等に係る標準様

式の設定について」（昭和４７年９月２０日付け局総第４５３号副出納長通知）に

定める標準第１号様式（補助指令書）の指令条件のほか、次に掲げる条件を付し

て、速やかに交付の決定を行うものとする。 

ア 補助対象事業の内容を変更するときは、知事の承認を受けなければならない。 

ただし、補助対象経費の増減額が３０パーセント以下の変更の場合はこの限りで 

はない。 

    イ この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び書類を備え、補助事業

完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管しなければならない。 

（２）２の（２）のただし書に該当する場合にあっては、（１）の条件のほか、次に掲

    げる条件を付すものとする。 

    ア 北海道補助金等交付規則（昭和４７年北海道規則第３４号）第１４条の実績報

     告（以下「実績報告」という。）を行うに当たって、当該補助金に係る消費税等

     仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消 

費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税として控除 

できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定す 

る地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率等を乗じて得た金額をい 

う。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを補助金額 

から減額して報告しなければなりません。 

イ 実績報告後に消費税及び地方消費税の確定申告により当該補助金額に係る消費

     税等仕入控除税額が確定した場合には、別記様式２によりその金額（実績報告に 

おいて、前項により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分 

の金額）を速やかに知事に報告するとともに、当該金額を返還しなければなりま 

せん。 

また、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はな 

い場合であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定があった日の翌 

年６月３０日までに知事に報告するとともに、補助金に係る消費税等仕入控除税 

額の確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を返還しなければなりません。 

４ 申請の取下げ 

（１） 補助金の交付の決定を受けた補助事業者は、交付の決定の内容又はこれに付さ

れた条件に対して不服があるときは、交付の決定の通知を受けた日から10日以内

に、補助金等交付申請取下書（共通第６号様式）を知事に提出し、申請の取下げ

をすることができる。 

（２） （１）の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交



付の決定はなかったものとみなす。 

５ 事業計画の変更等 

（１）補助事業者は、補助事業の交付の決定の通知を受けた後、３の（１）の変更をし

ようとするときは、共通第７号様式の補助事業等変更承認申請書に第５の２の

（１）に掲げる書類を添えて、知事に１部を提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

（２）知事は、（１）の申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助事業に適合 

すると認めた場合は、補助事業の変更の承認を行うものとする。 

（３）補助事業者は、補助事業の執行を中止（廃止）しようとするときは共通第８号様

式の補助事業等中止（廃止）承認申請書の１部を知事に提出し、その承認を受けなけ

ればならい。また、補助対象事業の遂行が困難となったときは共通第９号様式の補助

事業等執行遅延（不能）報告書の１部を知事に提出し、その指示を受けなければなら

ない。 

  ６ 補助金の概算払 

（１）補助事業者が補助金の概算払を受けようとするときは、共通第１０号様式の補助

金等概算払申請書に最新の資金収支計画書（共通第５号様式）を添えて、知事に

提出しなければならない。 

（２）知事又は、（１）の申請書を受理したときは、その内容を審査し、概算払をする 

必要があると認めたときは、当該概算払を決定し、その旨を当該補助事業者に通 

知するものとする。 

  ７ 実績報告等 

（１）補助事業者は、補助対象事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から３０ 

日以内又は翌年度の４月１０日までのうち、いずれか早い日までに補助事業等実績

報告書（共通第１１号様式）の補助事業等実績報告書に、次に掲げる関係書類を添

えて、知事に１部を提出しなければならない。 

ア 補助金等精算書（共通第１２号様式） 

イ 事業精算書（共通第１３号様式） 

ウ 生産力向上と環境負荷低減を両立するクリーン農業推進事業実施実績書（別

記様式第３） 

（２）知事は、前項の補助事業等実績報告書を受理したときは、当該報告に係る補助事

業の実施結果が交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを

審査し、適合すると認めたときは交付すべき補助金の額を確定し、当該補助事業者

に通知するものとする。 

８  電子メールによる申請等 

（１）補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道

に行う通知については、当該申請等に係る書類の電磁的記録を次の電子メ

ールアドレスに電子メールを送信する方法により行うことができる。 

（２）電子メールアドレス slow.food@pref.hokkaido.lg.jp 



 

第６ その他 

  １ 知事は、その他必要に応じて補助事業者に対し、当該事業の実施に関して報告を求

め、又は指導を行うものとする。 

  ２ この要項に定めるもののほか、この事業の実施に関して必要な事項は別に定めるも

のとする。 


